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１ 目的 

本仕様書は、草津市上下水道部（以下「発注者」という。）が草津市上下水道料金シ

ステム更新・保守業務（以下「本業務」という。）を実施するにあたり、受注者が事

業を適正に履行するために必要な事項を定めるものとします。 

本仕様書に記載された要求事項は、原則として全て実現すべきものですが、受注者

が代替案を提示し発注者がこれを了承した場合は、要件を満たしたものとします。 

また、仕様書に記載されていない事項であっても、業務を実施するに当たり効果的

と考えられる事項については、積極的に提案してください。 

 

２ 業務の名称 

草津市上下水道料金システム更新・保守業務 

 

３ 業務内容 

本業務は、上下水道料金システムの構築、既存のデータ移行を含む当初データの作

成、システムの開発、関連機器の設営および保守業務で構成される業務を、包括的に

実施するものです。 

 

４ 履行期限および業務期間 

  本業務の履行期限および業務期間は次のとおりとします。 

（１）上下水道料金システム等の構築およびハードウェア納入・設置・動作確認 

   履行期限：令和１０年２月２９日 

（２）上下水道料金システム等のリースおよび保守 

（リース契約は別途リース事業者と締結） 

   業務期間：令和１０年３月１日から令和１５年２月２８日まで 

 

５ 業務体制 

本業務を行う体制については以下の要件を満たし、体制図を提示して下さい。  

ア 作業全体を統括する統括責任者を選任してください。  

イ 適切な担当グループを設定してください。  

ウ 関係する他の事業者と協力し、プロジェクトを円滑に進めることができる体

制を整えてください。  

エ 豊富な業務知識と、他事業体における構築実績に基づき、業務改善提案、カ

スタマイズの最適化、およびシステム品質の向上を支援できる体制を整えてく

ださい。 

オ 品質管理責任者を配置し、成果物の品質確保ができる体制であることを示して   

ください。 

カ 打合せの実施後は議事録の作成を行うこと。議事録については、打合せ・報
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告会等の開催後、５営業日以内に提示してください。  

 

６ システム要件 

当システムは、他事業体や公共機関等において運用実績のあるパッケージソフトを

活用し、システムの安定稼動を確保するとともに、構築・保守・運用管理にかかるコ

ストの削減をしてください。 

 

７ 本業務の状況 

本業務の状況は、次のとおりとなります。 

（１）業務状況（令和６年度実績） 

クライアント数 ３０台 

ハンディターミナル 

使用者数 
約２６人 

ハンディターミナル

数 

２６台 

給水人口 １４０，３１５人（令和６年度末） 

給水件数 ３７，００９件（令和６年度末） 

検針月 隔月検針（地域によって奇数月・偶数月に分かれる） 

調定件数 水道料金 年間２２０，９４１件(１期平均３６，８２３件) 

開閉栓数 
開栓 ２，９３５件 

閉栓 ２，５６２件 

取扱金融機関数 
出納取扱金融機関   １行 

収納取扱金融機関  １３行 

口座振替請求・収納 

件数 

  定例口座振替 再振替 

請求件数 

収納件数 

２２０，６０３件 

１８１，９０４件 

２，７７４件 

１，９２２件 

納入通知書発行数 年間 ３４，５７０枚 

督促状発行数 年間   ５，２５３枚 

催告状発行数 年間   １，８６１枚 

メーター管理 

入庫   ５，７１８個（購入および修理の総数） 

出庫   ５，４５９個 

取替   ４，７８８個（検定満了、不能、その他の総数） 
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（２）１ヶ月の主要業務サイクル 

   別紙「主要業務サイクル表」のとおりとします。 

 

（３）料金等 

ア 水道料金 

水道料金は、２か月につき、次の表に定めるところにより算定した水道使用料と

メーター使用料との合計額に１００分の１０の消費税相当額を加えた額(１円未満

の端数は切り捨て)となります。 

なお、平成２３年１０月検針分から令和１０年３月検針分まで、水道料金を一律

１０パーセント還元しています。（契約期間中に１０％還元終了および料金体系の変

更を伴う料金改定の可能性が有るため対応できるようにすること。） 

  ・水道使用料 

       区分 

用途 

基本料金 従量料金 

使用水量 料金 使用水量 
料金 

(１㎥につき) 

専用 

給水 

装置 

一般用 
２０㎥ 

までの分 
１，９００円 

２０㎥を超え 

４０㎥までの分 
１２０円 

４０㎥を超え 

７０㎥までの分 
１５０円 

７０㎥を超え 

２００㎥までの分 
２２０円 

２００㎥を超え 

６，０００㎥までの分 
２７０円 

６，０００㎥を超える分 ２２０円 

工場用 
４００㎥ 

までの分 
４７，０００円 

４００㎥を超え 

８００㎥までの分 
１６０円 

８００㎥を超え 

１，８００㎥までの分 
２４０円 

１，８００㎥を超え 

６，０００㎥までの分 
２７０円 

６，０００㎥を超える分 ２２０円 

公衆 

浴場用 

４００㎥ 

までの分 
２９，０００円 

４００㎥を超え 

６００㎥までの分 
１１０円 

６００㎥を超え 

８００㎥までの分 
１３５円 

８００㎥を超える分 １７０円 
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臨時用 
２０㎥ 

までの分 
３，８００円 

２０㎥を超え 

６，０００㎥までの分 
３５０円 

 
６，０００㎥を超える分 ２２０円 

 

共用 

給水 

装置 

(１戸に

つき) 

２０㎥ 

までの分 
１，９００円 

２０㎥を超え 

４０㎥までの分 
１２０円 

 ４０㎥を超え 

７０㎥までの分 
１５０円 

 ７０㎥を超え 

２００㎥までの分 
２２０円 

 ２００㎥を超え 

６，０００㎥までの分 
２７０円 

 
６，０００㎥を超える分 ２２０円 

 

・メーター使用料 

メーターの口径 料金 

１３ｍｍ １２０円 

２０ｍｍ 
４００円 

２５ｍｍ 

３０ｍｍ 
８００円 

４０ｍｍ 

５０ｍｍ 

４，０００円 ７５ｍｍ 

１００ｍｍ 

１００ｍｍを超えるもの 市長が別に定める額 
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イ 下水道使用料 

下水道使用料は、下表で算出した金額に１００分の１０の消費税相当額を加えた額

（１円未満の端数は切り捨て）です。（契約期間中に料金体系変更を伴う料金改定の

可能性があるため対応できるようにすること。） 

区分 

用途 

基本料金 超過料金 

汚水量 料金 汚水量 
料金 

(１㎥につき) 

一般排水 
２０㎥ 

までの分 
２，２００円 

２０㎥を超え 

５０㎥までの分 
１２０円 

５０㎥を超え 

１００㎥までの分 
１４０円 

１００㎥を超える分 １５０円 

公衆浴場排水 
６００㎥ 

までの分 
２３，０００円 ６００㎥を超える分 ８５円 

特定排水 ― ― １，５００㎥を超える分 １８５円 

 

  ウ 新設負担金 

給水装置の新設または改造にかかる新設負担金の額（消費税および地方消費税相当

額を含む）は、次の表とおりです。ただし、改造する場合の新設負担金の額は、改造

後に係る新設負担金の額から改造前に係る新設負担金の額を控除した額とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 導入要件 

上下水道料金システムの導入にあたり、以下の要件を満たしてください。 

（１）システム（ソフトウェア）要件 

ア 本市がシステムを利用するうえで必要な機能を有し、業務を滞りなく運用できるこ

とを前提とします。 

イ システムの機能については、機能要件項目一覧表（様式第６号）に準拠するものと

メーター口径 新設負担金の額 

１３ｍｍ     ８５，０００円 

２０ｍｍ    １９０，０００円 

２５ｍｍ    ３６５，０００円 

３０ｍｍ    ７１０，０００円 

４０ｍｍ  １，５１０，０００円 

５０ｍｍ  ２，５５０，０００円 

７５ｍｍ  ５，７９０，０００円 

１００ｍｍ １０，０９０，０００円 

１００ｍｍを超えるもの 市長が別に定める額 
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します。 

（２）ハードウェア要件 

別紙「機器仕様書」のとおりとします。 

 

９ 帳票 

現在、発注者が主に業務で使用している帳票は別紙「帳票一覧」のとおりです。原則、

帳票一覧に記載の内容を把握できるものとしますが、レイアウト、項目、内容等は、現在

使用しているものにこだわらず、業務を実施するにあたり効率的であると考えられるもの

を取り込み、発注者と協議のうえ定めていくものとします。 

 

１０ 現行システムからのデータ移行 

以下のとおりとします。 

（１）データ移行にあたっては、受注者が主体となり、既存のデータを含め現行システムの

データ内容及びマスタ間の相関関係を十分に分析し、発注者と協議のうえ、実施してく

ださい。 

（２）既存システムのデータを移行するにあたっては、データ件数・内容を一致させるだけ

でなく、調定・収納等の金額・件数、使用者の利用状態、水栓の状態等、既存のデータ

を含め正しく旧システムより移行できていることを証明するドキュメントを提示して

ください。 

 (３) 受注者に提供する移行データは、現行システム開発業者（以下「現行業者という。」）

が発注者に提供し、発注者から受注者に提供する。データは CSV で UNICODE 形式とし

ます。 

また、提供回数は３回までとし、移行データに関する質疑応答は、電子メールにて受

け付けるものとし、その回数は１０回を限度とします。 

 なお、提供する移行データの内容説明は、現行業者から発注者および受注者に対して

行うこととし、これらの現行業者に対して生じる費用は、原則発注者による負担とする

が、正常なデータ移行を行うために、さらに詳細な情報が必要と判断した場合は、費用

負担を含め、発注者、現行業者、受注者で協議する。 

（４）データ提供の詳細について、必要であれば提案前に発注者を通じて現行業者に確認し

てください。 

 

１１ 調整・検証について  

（１）受注者は、自己の責任と負担において、導入システムを稼動させるために必要な実

験、検証、スケジュールの作成を行ってください。実験・検証の時期および場所は発

注者と受注者で協議して決定するものとします。詳細の議事録については、受注者が

作成してください。  

（２）口座振替データについて、発注者の指定する金融機関と、請求データの伝送・読取

テストを調整・実施してください。  

（３）コンビニ収納代行業者と、バーコード読取テストおよび収納データの受信テスト等
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について調整・実施してください。  

（４）上記以外にも必要な調整・検証があれば、発注者と協議のうえ実施してください。 

 

１２ 導入支援・研修  

（１）システム導入時、複数回発注者職員および上下水道料金等関連業務受託事業者にシス

テムの操作・運用指導を実施すること。それぞれの操作・運用指導は、下表に示す主な

項目を中心に行うこととし、業務を行うタイミングや発注者が希望した時期に合わせて

行ってください。操作・運用指導回数や具体的な実施スケジュールについては、発注者

と別途協議して決定してください。 

≪上下水道料金システム≫ 主な操作・運用指導内容 

メニュー・マスタ保守・異動処理・照会処理の説明  

データ収集用携帯端末の説明  

検針処理・調定処理の説明  

収納処理・口座振替処理・還付充当処理の説明  

滞納管理処理の説明  

メーター交換管理処理・統計資料・その他処理の説明  

 

≪給水受付システム≫ 主な操作・運用指導内容 

概要の説明・マスタ保守の説明 

受付から入金処理までの説明 

統計関係資料作成方法の説明 

収納処理・口座振替処理・還付充当処理の説明  

 

（２）導入期間中および導入後に職員から質疑があった場合は速やかに対応してください。  

（３）本稼働時に最初に行う主要処理（日常業務で使用する帳票作成や納入通知書の発行等）

を遂行する際は、担当ＳＥが立会い、稼動確認および操作説明等のサポートを行ってく

ださい。 

（４）旧システムからの移行が円滑にできるよう仮稼働期間を十分に設定してください。  

（５）環境設定、テーブル定義、活用するためのデータベースの構造等について、操作研修

会を開催してください。 

（６）操作研修会については、本業務が長期に渡ることから、システムの円滑な運用が図れ

るように本稼動後も随時（詳細は別紙「保守仕様書」）行ってください。また、発注者

内部で人事異動が発生した場合にも行ってください。 

 

１３ 各種マニュアルの整備 

システムの円滑な運用を目的として、発注者と協議のうえ、次のマニュアル(紙媒体・

電子データ)を作成してください。 

また、マニュアルについては、常に最新状態を保持することとし、発注者および受注者

内部で人事異動が発生した場合であっても、短期的に円滑な業務の引継ぎを行える内容の



8 

 

ものにしてください。 

（１）運用マニュアル 

（２）操作マニュアル 

 

１４ 保守業務 

システム本稼動開始後、別紙「保守仕様書」のとおり保守・障害対応・保守範囲内のカ

スタマイズ等の業務を行ってください。 

 

１５ 次期システムへのデータ移行 

本業務期間終了後、次のシステムに切り替わった場合は、新規受注者を支援し、発注者

が業務を滞りなく行えるよう資料提供・助言等を行い、誠意をもって対応をしてください。 

また、移行データの切り出し等、作業については適切に行うこととし、その詳細につい

ては発注者と事前に協議してください。 

なお、データ移行に関する具体的な内容（有償・無償、提供内容等）は、提案書に明記

してください。 

 

１６ 特記事項 

（１） 料金改定について 

本市では、令和１０年４月以降に料金改定の実施を検討していることから、本業務で

導入するシステムでは、新料金体系へ円滑に移行できることを期待します。 

料金改定の実施の有無や改定後の料金体系については今後検討を進めるため、本提案

における提案金額の対象外としますが、料金改定に伴うシステム改修・その他作業に必

要となる参考費用及び注意点をご提示ください。 

なお、令和１０年４月より改定を実施する場合は、新料金体系決定から半年間程度で

の対応を想定してください。 

 

（想定されるシステム改修案件） 

以下の対応にかかるシステム改修費用およびそれに関わる経費および改修期間につい

て提示願います。 

※現時点では具体的な改修範囲が確定しておらず、詳細な積算は不要です。各項目にお

ける作業規模感を把握するための参考費用として提示してください。 

 

ア 水道料金１０％還元を終了する場合 

  現在実施している水道料金の１０％還元を、令和１０年４月から終了をした場合。 

※別紙「水道料金算出表」を参照の上、影響範囲をご確認ください。 

 

イ 下水道使用料を一律一定の割合で改定する場合 

  基本料金と従量料金を合算した現行の算定金額に対し、一律の割合を乗じた金額に

改定した場合。 
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ウ 上下水道料金の料金体系が変更になる場合  

①水道料金のメーター使用料および基本水量を廃止し、一般用には口径別の基本料金

を、他の用途には単一の基本料金を設定する場合。 

②下水道使用料の基本水量を廃止し、用途ごとに単一の基本料金を設定する場合。 

 

エ 基本料金減免 

  上下水道料金の基本料金２期分（４ヵ月分）の減免を実施した場合。 

  ※その場合、金額や水量等、統計上ずれが発生しないよう改修を行うこととします。 

 

（２）将来的な契約期間延長への対応について   

上下水道料金に関する窓口業務（お客様センター業務）の契約更新が予定されており、

その際にお客様センター業務と本業務との一体化を検討する可能性があることから、本

業務の契約期間延長を行う必要が生じる可能性があります。 

つきましては、将来的な契約期間延長に柔軟に対応できる体制を構築してください。 

 

（３）DX関係について 

将来的な eLTAX（地方税ポータルシステム）の導入を視野に入れ、その導入を実現す

るための基盤準備や、上下水道使用者が自身の使用水量や使用料金等をスマートフォン

やパソコンから手軽に確認ができるような上下水道料金アプリやウェブサイトをはじ

めとする、デジタル化（DX）に関わる部分について提案をしてください。導入にかかる

費用が発生する場合は提案書に金額を記載してください。 

 

（４）次回契約時の更新費用について 

   次回契約時以降も継続してシステムを使用することを想定し、システム更新に必要と

なる概算費用（システム更新費用および契約後５年間の保守・運用業務費用）を提案書

に記載してください。 

   更新パターンとして、①機器更新のみ、②システムバージョンアップの２パターンを

考慮した提案をお願いします。 

 

（５）その他の提案 

本市の上下水道料金関連事務の効率化およびサービス向上の実現に直結する具体的

な企画があれば提案してください。導入にかかる費用が発生する場合は提案書に金額を

記載してください。 

 

１７ その他留意事項 

（１）環境配慮の周知について 

受注者は、市ホームページに掲載している「環境にやさしい配慮指針」を確認のうえ、

発注者が実施している環境マネジメントシステムに配慮した環境にやさしい事業活動
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を心掛けること。 

（参照）草津市ホームページ－くらし・手続き－環境－草津市環境基本条例 

また、草津市気候非常事態宣言の理念に基づき、ゼロカーボンシティの実現のため、

温室効果ガスの低減に努めた事業活動を心掛けること。 

（２）草津市の発注する物品の購入、役務の提供等（物品の買入れ、貸借、財産の売払い、

その他役務提供、業務委託（建設工事等にかかる業務委託を除く。））における暴力団員

等による不当介入の排除について 

１ 受注者は、暴力団員等（暴力団の構成員および暴力団員関係者、その他市発注工事

等に対して不当な介入を行うすべての者）による不当介入（不当な要求または業務の

妨害）を受けた場合においては、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があ

った時点で速やかに草津警察署に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うも

のとする。 

２ 受注者は、前記により通報を行った場合には、速やかにその内容を記載した通報書

により草津警察署に届け出るとともに、担当職員等に報告するものとする。 

（通報書については、草津市ホームページ－事業者向け－入札・契約－規則等－物品

の購入等における不当介入に対する通報・連絡について に掲載） 

（３）個人情報取扱特記事項の遵守 

個人情報を取り扱う際は、「別記１ 個人情報取扱特記事項」を遵守してください。 

（４）その他 

本仕様書に定めのない事項については、発注者と協議して定めるものとします。 
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別記１ 個人情報取扱特記事項       

 

（目的）         

第１条 この契約で定める個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）は、個人情報

（特定個人情報を含む。以下「個人情報」という。）を取り扱う業務の契約に関する情報

の取扱いについて、必要な事項を定めるものである。  

（基本的事項）         

第２条 この契約により、発注者から業務を受託し情報を取り扱う者（以下「受注者」とい

う。）は、この契約による業務（以下「業務」という。）を処理するため個人情報を取り扱

うに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号）、条例、その他関係法令の規定、草津市情報セキュリティポリシーの趣旨を遵守し、

業務を履行するために必要な個人情報を適正に取扱わなければならない。 

２ 前項の規定は、本契約終了後も有効に存続するものとする。 

３ 受注者は、業務を通じて知り得た情報を正当な理由なく他人に知らせ、または不当な目

的に使用してはならない。       

４ 受注者は、業務を履行するに当たって、情報の漏えい、滅失、毀損および改ざんの防止

その他情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（管理体制の整備）         

第３条 受注者は、個人情報の適正な管理を実施する者として総括責任者を選定して管理組

織を整備するとともに、前条第４項の措置に係る管理規程または具体的な取扱い内容を規

定しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める管理体制を書面により速やかに発注者に通知しなければならな

い。管理体制を変更するときも同様とする。     

３ 受注者は、業務を行う場所および情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所におい

て、入退室の規則および防災防犯対策その他必要な情報セキュリティ対策を講じなければ

ならない。  

（業務従事者の監督）         

第４条 受注者は、受注者の総括責任者に、業務に関わる責任者および業務に従事する者（以

下「業務従事者」という。）が業務を通じて知り得た個人情報を正当な理由なく他人に知

らせ、または不当な目的に使用しないよう、ならびに業務に関する個人情報を安全に管理

するよう、必要かつ適切な監督を行わせなければならない。この契約が終了し、または解

除された後においても同様とする。 

２ 責任者は、本件特記事項に定める事項を適切に実施するよう、業務に従事する者を監督

しなければならない。       

３ 業務に従事する者は、責任者の指示に従い、本件特記事項に定める事項を遵守しなけれ

ばならない。 

４ 受注者は、業務に関わる業務従事者に対して、秘密保持に関する誓約書を提出させなけ

ればならない。       
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（責任者等の届出）         

第５条 受注者は、第３条の総括責任者、前条の責任者および業務従事者を定め、書面によ

りあらかじめ、発注者に報告しなければならない。総括責任者、責任者および業務従事者

を変更する場合も、同様とする。     

（教育の実施）         

第６条 受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本件特記事項

において業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な教育および研修

を、業務従事者全員に対して実施しなければならない。    

（派遣労働者等の利用時の措置）        

第７条 受注者は、業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場

合は、正社員以外の労働者にこの契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為およびその結果について

責任を負うものとする。       

（再委託の禁止）         

第８条 受注者は、発注者が書面により承諾した場合を除き、個人情報の取扱いを自ら行う

こととし、第三者にその処理を委託（以下「再委託」という。）してはならない。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いを再委託しようとする場合または再委託の内容を変更しよ

うとする場合には、あらかじめ次の各号に規定する項目を記載した書面を発注者に提出し

て、発注者の書面による承諾を得なければならない。     

(1) 再委託を行う業務の内容      

(2) 再委託で取り扱う個人情報      

(3) 再委託の期間      

(4) 再委託が必要な理由      

(5) 再委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先） 

(6) 再委託の相手方における責任体制ならびに責任者および従事者 

(7) 再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたものの写

し）  

(8) 再委託の相手方の監督方法      

３ 前項の場合、受注者は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させると

ともに、受注者と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、発注者に対して再委託の相

手方による個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督および個人情報の安全管

理の方法について、具体的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、業務を再委託した場合、その履行を管理監督するとともに、発注者の求めに

応じて、その状況等を発注者に報告しなければならない。 

６ 再委託した事務をさらに委託すること（以下「再々委託」という。）は、原則として認

めない。ただし、やむを得ない理由により再々委託が必要となる場合には、第２項中の「再

委託の内容を変更しようとする場合」として扱うものとし、同項各号中の「再委託」を「再々

委託」と読み替える。  
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７ 受注者は、発注者の承諾を得て再々委託を行う場合であっても、再々委託の契約内容に

かかわらず、発注者に対して個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

（取得の制限）         

第９条 受注者は、業務を処理するため個人情報を取得する場合は、その目的を明確にし、

目的を達成するために必要な範囲で、適法かつ適正な方法により取得しなければならない。 

（目的外利用および提供の禁止）        

第１０条 受注者は、発注者の書面による承諾がある場合を除き、業務の履行により知り得

た個人情報をこの契約の目的以外に利用し、または第三者に提供してはならない。 

（複写または複製の禁止）        

第１１条 受注者は、業務を履行するに当たって発注者から貸与された個人情報が記載また

は記録された文書および資料その他ファイル等を、発注者の指示または承諾を得ることな

く複写し、または複製してはならない。  

（個人情報の安全管理）         

第１２条 受注者は、業務を処理するために収集、作成した個人情報または発注者から提供

された資料に記録された個人情報を漏えい、紛失、毀損または滅失（以下「漏えい等」と

いう。）することがないよう、当該個人情報の安全な管理を徹底しなければならない。 

２ 受注者は、発注者から業務を処理するために利用する個人情報の引渡しを受けた場合に

は、発注者に受領書を提出しなければならない。     

３ 受注者は、第１項の個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を特定し、

あらかじめ発注者に届け出なければならない。その特定した作業場所を変更しようとする

ときも、同様とする。 

４ 受注者は、発注者が承諾した場合を除き、第１項の個人情報を作業場所から持ち出して

はならない。 

５ 受注者は、第１項の個人情報を運搬する場合は、その方法（以下「運搬方法」という。）

を特定し、あらかじめ発注者に届け出なければならない。その特定した運搬方法を変更し

ようとするときも、同様とする。      

６ 受注者は、業務従事者に対し、身分証明書を常時携行させるとともに、事業者名を明記

した名札等を着用させて、業務に従事させなければならない。 

７ 発注者は、受注者に対し業務従事者の身分証明書等の提示を要求することができる。受

注者は、発注者の求めに対して速やかに身分証明書等を提示しなければならない。 

８ 受注者は、業務を処理するために使用するパソコンや記録媒体（以下「パソコン等」と

いう。）を台帳で管理するものとし、発注者が承諾した場合を除き、当該パソコン等を作

業場所から持ち出してはならない。 

９ 受注者は、業務を処理するために、作業場所に私用パソコン、私用記録媒体その他の私

用物を持ち込んで使用してはならない。 

１０ 受注者は、業務を処理するパソコン等に、個人情報の漏えい等につながるおそれがあ

る業務に関係のないアプリケーションをインストールしてはならない。 

１１ 受注者は、導入したシステムのＯＳ、ミドルウェアおよびアプリケーションのセキュ

リティホールが設置されることがないよう、万全を期さなければならない。 
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１２ 受注者は、コンピューターウイルス等のネットワーク上の脅威に対し、十分な対策を

講じなければならない。 

１３ 受注者の経営不振等により、市の情報資産が保存されている機器が債権者に差し押さ

えられるなどして、情報資産が外部に漏えいすることのないよう、対策を講じなければな

らない。  

１４ 受注者は、第１項の個人情報を、秘匿性等その内容に応じて、次の各号の定めるとこ

ろにより管理しなければならない。       

(1) 個人情報は、金庫、施錠が可能な保管庫または施錠もしくは入退室管理の可能な保管

室等に保管しなければならない。      

 (2) 個人情報を電子データとして保存または持ち出す場合は、暗号化処理またはこれと

同等以上の保護措置をとらなければならない。     

(3) 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された記録媒体およびそ

のバックアップデータの保管状況ならびに記録された個人情報の正確性について、定

期的に点検しなければならない。      

(4) 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の受渡し、使用、複写または複製、

保管、廃棄等の取扱い状況、年月日および担当者を記録しなければならない。 

（返還、廃棄または消去）        

第１３条 受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡され、または受注者自ら作成

しもしくは取得したすべての個人情報について、業務完了時に、発注者の指示に基づいて

返還、廃棄または消去しなければならない。      

２ 受注者は、前項の個人情報を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情

報が判読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。   

３ 受注者は、パソコン等に記録された第１項の個人情報を消去する場合、データ消去用ソ

フトウエア等を使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元できないように確実に

消去しなければならない。 

４ 受注者は、第１項の個人情報を廃棄または消去したときは、完全に廃棄または消去した

旨の証明書（情報項目、媒体名、数量、廃棄または消去の方法、責任者、立会者、廃棄ま

たは消去の年月日が記載された書面）を発注者に提出しなければならない。 

５ 受注者は、廃棄または消去に際し、発注者から立会いを求められたときは、これに応じ

なければならない。         

（事故発生時の対応）         

第１４条 受注者は、業務の処理に関して個人情報の漏えい等の情報セキュリティに関する

事件・事故等（以下「事故等」という。）の発生があった場合は、当該事故等に係る個人

情報の内容、数量、発生場所、発生状況等を書面により発注者に直ちに報告し、その指示

に従わなければならない。 

２ 受注者は、事故等があった場合には、直ちに被害を最小限にするための措置を講ずると

ともに、前項の指示に基づいて、当該事故等に係る事実関係を当該事故等のあった個人情

報の本人に通知し、または本人が容易に知り得る状態にする等の措置を講ずるものとする。 

３ 受注者は、発注者と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可
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能な限り事故等に係る事実関係、発生原因および再発防止策の公表に努めなければならな

い。   

４ 受注者は、第１項の場合に備え、緊急時連絡体制を整備しなければならない。 

５ 発注者は、事故等があった場合、住民に対し適切な説明責任を果たすため、当該事故等

の公表を必要に応じ行う。  

（業務の定期報告および緊急報告義務）       

第１５条 受注者は、発注者に対し、業務の状況を定期的に報告するものとする。ただし、

緊急時および必要があるときは、その都度報告するものとする。 

（市による監査、検査） 

第１６条 受注者は、情報セキュリティ管理状況について、発注者の求めに応じて報告する

ものとする。また、発注者が必要に応じて監査または検査を実施する場合は受け入れなけ

ればならない。 

２ 受注者は、発注者が必要とする場合は、作業場所へ発注者の職員の立ち入りを認めるも

のとする。 

（契約の解除）         

第１７条 発注者は、受注者が本件特記事項に定める義務を果たさない場合は、本件業務の

全部または一部を解除することができる。 

２ 受注者は、前項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場合においても、発注者

にその損害の賠償を求めることはできない。      

（損害賠償）         

第１８条 受注者は、本件特記事項に定める義務に違反し、または怠ったことにより発注者

が損害を被った場合には、発注者にその損害を賠償しなければならない。  

      

       


